2008年度「労働法」（水町）

第19回　労働者の安全・健康の確保、年少者・女性の保護等（text268-290）
１　労働安全衛生
　　○労働安全衛生法とその概要
２　労災補償
2.1　労災補償制度の背景と枠組み
　　○歴史的背景―市民法下での問題点
○現行法：労基法の災害補償（75条以下）と労災保険法の並存
2.2　労災保険制度の概要
　　○強制加入（特別加入制度もあり）の政府管掌保険
　　○給付の手続と内容

2.3　「業務災害」の認定

2.3.1　「業務上の負傷・死亡」

　　○「業務遂行性」
　　　＃64

　　○「業務起因性」

　　　　・自然現象や外部の力による場合――業務に内在する危険の現実化？

2.3.2　「業務上の疾病」

　　○労基則別表第1の2に列挙（労基法75条2項、労基則35条）

　　○脳・心臓疾患について

　　　＃65　

　　　行政認定基準（平13・12・12基発1063号）

2.4　「通勤災害」の認定

　　○「通勤」（労災保険法7条2項、施行規則6条・7条）

　　　　・「逸脱」や「中断」とそれ以降の移動（労災保険法7条3項、施行規則8条）
　　　　　＃66
　　○自然現象や外部の力による場合――通勤に内在する危険の現実化？

３　労災民訴

◎労災補償（労災保険法）との関係

　　　　並立可能―→調整：労基法84条2項

　　◎法的根拠

　　　　○不法行為（民法709条）

　　　　○債務不履行（労働契約法5条、民法1条2項）
　　　　　＊安全配慮義務の射程は？
　　　　　　＃68、＃70

　　　　　＊過重労働に対して使用者はどのような注意・配慮をしなければならないか？

　　　　　　＃69

４　年少者・女性の保護

4.1 年少者の保護

○年齢制限（労基法56条）
○代理契約締結・代理賃金受領の禁止（労基法58条、59条）

○労働時間・就業制限（労基法60条以下）

4.2　女性の保護

　　○危険有害業務・坑内業務の就業制限（労基法64条の3、64条の2）
　　○産前産後休業（労基法65条）
　　○労働時間規制・育児時間（労基法66条、67条）

　　○生理日の休暇（労基法68条）

５　労働と私生活の調和

5.1　ワーク・ライフ・バランスをめぐる議論

　　○目的
　　○手法
5.2 育児介護休業法

5.2.1　育児休業

　　◎休業対象者
　　◎休業取得者の処遇

　　　　○休業期間中の所得保障（雇用保険法61条の4、61条の5）

　　　　○不利益取扱いの禁止（育児介護休業法10条）

＊休業後、別の職務に復帰させることはできるか？

　　　　　＊休業したことで不利益に取り扱うことはできるか？

　　　　　　　・均等法9条、育児介護休業法10条、16条
　　　　　　　・法が権利を保障した趣旨（→公序良俗）

　　◎その他の育児支援措置

5.2.2　介護休業

　　◎休業対象者

　　◎休業取得者の処遇

○休業期間中の所得保障（雇用保険法61条の7）

　　　　○不利益取扱いの禁止（育児介護休業法16条）

　　◎その他の介護支援措置

5.2.3　子の看護休暇
　　◎休暇対象者（育児介護休業法16条の3）

　　◎不利益取扱いの禁止（育児介護休業法16条の4）

5.3　次世代法

　　○一般事業主行動計画の作成義務
　　○厚生労働省令に定める基準

　　　　→適合認定

　→認定マークの付与

探究　ワーク・ライフ・バランスを進めるにあたり、次世代法がとっている政策手法はどのような性格をもつか？　それは法政策として妥当か？
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